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[bookmark: _Toc257214497][bookmark: _Toc50736106]記載要領
総則
· 提案書等関係書類の作成及び提出に必要な諸費用は、応募者の負担とする。
· 提案書等関係書類の提出後の変更は認めない。
· 提出後の提案書等関係書類は返却しない。
· 提案書等関係書類は目的外で使用しない。

記載内容
· 明確かつ具体的に記述すること。
· 造語、略語は、専門用語、一般用語を用いて定義を記述すること。
· 他の様式や補足資料に関連する事項が記載されている等、参照が必要な場合には、該当するページを記入すること。
· 提案書類に用いる言語は日本語、単位は計量法（平成4年法律第51号）に定めるもの、通貨単位は日本円、時刻は日本標準時とすること。

提案書の書式等
· 提案書は、特に指定のない限り、A4縦長横書きとすること。
· 図面や図表等を除き、提出書類で使用する文字の大きさは、10.5ポイント以上とし、上下左右に一定程度の余白を設定すること。
· 各様式は、本様式集を参考に、Microsoft WordまたはExcelにて各自作成すること。ただし、Illustrator等で作成し、Microsoft WordまたはExcelに貼り付けても良いものとする。また、図面集などCADで提出するものは、SFC形式によること。
· ページ数に制限がある場合は、それを遵守すること。
· 各様式における記載内容が複数ページにわたるときは、右肩に番号を振ること。例）　1/3
· 明確かつ具体的に記述すること。分かりやすさ、見やすさに配慮し、必要に応じて図、表、写真、スケッチ等を適宜利用すること。
[bookmark: _Toc77150537][bookmark: _Toc77780582][bookmark: _Toc77780678][bookmark: _Toc77782775][bookmark: _Toc77850980][bookmark: _Toc77851151][bookmark: _Toc78087650][bookmark: _Toc257214499]
各様式の記載要領
· 各様式に示す要領にしたがって、記載すること。



提出書類一覧
0. 募集要項等に関する質問書・官民対話に関する質問書
　募集要項等を参照し提出すること。
	様式
番号
	書類名
	部数
	提出期限

	1-1
	募集要項等に関する質問書
	1部
	2026年（令和8年）3月31日（火）～
同年4月8日（水）午後5時まで

	1-2
	官民対話に関する質問書
	
	2026年（令和8年）5月25日（月）～
同年6月3日（水）午後5時まで



貸与資料の申込に関する提出書類
　募集要項等を参照し提出すること。
	様式
番号
	書類名
	部数
	提出期限

	1-3
	[bookmark: _Hlk205471682]貸与資料申込書
	1部
	2026年（令和8年）3月30日（月）～
同年8月3日（月）午後5時まで





[bookmark: _Hlk218597410]参加申込及び参加資格審査関連書類
　（様式2-1）から（様式2-16）及び添付資料（財務書類や実績証明書など）をA4縦フラットファイル（青色）一括して綴じ、表紙及び裏表紙に「参加申込及び参加資格審査関連書類」と記載したものを1部提出すること。
	様式
番号
	書類名
	部数
	提出期限

	2-1
	参加表明書
	1部
	2026年（令和8年）
4月23日（木）～
同年5月8日（金）
午後5時まで

	2-2
	委任状
	
	

	2-3
	役員名簿
	
	

	2-4
	応募者の資格要件確認書（建築設計を行う者）
	
	

	2-5
	応募者の資格要件確認書（建築工事監理を行う者）
	
	

	2-6
	応募者の資格要件確認書（展示設計を行う者）
	
	

	2-7
	応募者の資格要件確認書（ブリッジ設計を行う者）
	
	

	2-8
	応募者の資格要件確認書（ブリッジ工事を行う者）
	
	

	2-9
	応募者の資格要件確認書（建築一式工事を行う者）
	
	

	2-10
	応募者の資格要件確認書（電気工事を行う者）
	
	

	2-11
	応募者の資格要件確認書（管工事を行う者）
	
	

	2-12
	応募者の資格要件確認書（展示製作を行う者）
	
	

	2-13
	応募者の資格要件確認書（運営を行う者）
	
	

	2-14
	応募者の資格要件確認書（維持管理を行う者）
	
	

	2-15
	参加資格審査申請調書（その他の者）
	
	

	2-16
	参加資格審査の付属資料提出確認書
	
	

	前記の電子データ（CD-R）
	
	



応募辞退届
　募集要項等を参照し提出すること。
	様式
番号
	書類名
	部数
	提出期限

	3-1
	辞退届
	1部
	参加資格審査結果の通知～
2026年（令和8年）8月3日（月）午後5時まで





提案書
　（様式4-1）から（様式4-24）、（様式4-26）から（様式4-35）、（様式5-8）、（様式6-1）は、A4縦の紙ファイル等に一括して綴じ、表紙に「提案書」と「応募者番号」を記載すること。なお、A3様式が含まれる場合には、折り畳み綴じること。
	分類
	様式
番号
	書類名
	頁数
	部数
	提出期限

	事業計画
	4-1
	全体方針
	2頁
	正本　1部
副本10部
	2026年（令和8年）
7月3日（金）
～
同年
8月4日（火）
午後5時まで

	
	4-2
	事業実施体制、地域経済等への貢献
	3頁
	
	

	
	4-3
	利用者数、事業計画、リスク管理、セルフモニタリング
	5頁
	
	

	
	4-4
	デジタル技術やDXの導入
	2頁
	
	

	初期整備
	4-5
	全体方針
	2頁
	
	

	
	4-6
	配置計画、動線計画、ブリッジ整備計画、子ども未来館の意匠計画
	6頁
	
	

	
	4-7
	諸室計画・展示計画・諸室間の関係性の方針、事業の方向性に基づいた諸室計画・展示計画、仕上げ計画・室内環境
	14頁
	
	

	
	4-8
	面積表
	1頁
	
	

	
	4-9
	外部仕上げ表
	－
	
	

	
	4-10
	内部仕上げ表
	－
	
	

	
	4-11
	備品リスト
	－
	
	

	
	4-12
	設備計画・地球環境
	2頁
	
	

	
	4-13
	施工計画
	3頁
	
	

	運営
	4-14
	全体方針
	2頁
	
	

	
	4-15
	開館時間、人員体制、ボランティア
	4頁
	
	

	
	4-16
	展示事業に関する実施計画
	5頁
	
	

	
	4-17
	活動事業に関する実施計画
	7頁
	
	

	
	4-18
	連携・交流事業に関する実施計画
	6頁
	
	

	
	4-19
	クラゲ館活用計画
	2頁
	
	

	
	4-20
	運営を支える事業に関する実施計画
	4頁
	
	

	
	4-21
	開業準備計画
	2頁
	
	

	
	4-22
	維持管理計画
	4頁
	
	

	自主事業
及び
独自提案
	4-23
	事業者提案スペースへの提案
	3頁
	
	

	
	4-24
	自主事業実施計画
	2頁
	
	

	事業収支
	4-25
	価格提案書
	－
	1部
	

	
	4-26
	業務対価Aの内訳（Excel）
	－
	正本　1部
副本10部
	

	
	4-27
	業務対価Bにおける支出の内訳（Excel）
	－
	
	

	
	4-28
	利用料金収入の内訳（Excel）
	
	
	

	
	4-29
	長期収支計画表（Excel）
	－
	
	

	
	4-30
	指定管理料支払予定表（Excel）
	
	
	

	
	4-31
	目標利用者数（Excel）
	
	
	

	
	4-32
	職員配置計画書（Excel）
	
	
	

	
	4-33
	利用料金収入を除く基幹業務等における収入・支出内訳表（Excel）
	
	
	

	
	4-34
	必須の自主事業（独立採算型）収支計画書（Excel）
	
	
	

	
	4-35
	任意の自主事業収支計画書（Excel）
	
	
	

	図面集
	5-1
～
5-7
	図面集
	－
	
	

	
	5-8
	内訳書（任意様式）
	－
	
	

	その他
	6-1
	要求水準に関する確認書
	－
	
	

	－
	前記提案書の電子データ（CD-R）
	－
	1部
	


※（様式5-8）内訳書はA4判の任意枚数で提出することし、施設の工種や規格、数量、単価等を記載すること。また、物価変動の改定がしやすいよう、募集要項別紙2「3.(1)業務対価Aの改定方法」を確認し、建築工事とブリッジ工事、展示製作は分けて内訳書を作成すること。内訳書の金額と（様式4-26）業務対価Aの内訳は一致させること。

価格提案書の提出方法
　（様式4-25）価格提案書は封筒に入れ、朱書きで「価格提案書在中」と記載の上、提出すること。

図面集
　次の図面を用意し、紙ファイル等に一括して綴じ、表紙に「図面集」と「応募者番号」を記載すること。様式は自由とする。
	様式番号・書類名
	規定等
	作成要領

	5-1
	配置図
	A3判1枚以内
縮尺任意
	· 各施設の関係性や各種動線、サイン等が分かるような全体配置図を作成すること。
· 特に提案したい点が分かるように表現すること。

	5-2
	建築・ブリッジ概要
	A3判
縮尺任意
	· 建築物（展示物も含む）及びブリッジの計画概要、構造計画概要、設備計画概要、仮設計画概要が分かる資料を作成すること。

	5-3
	透視図（外観／内観）
	A3判
外観4枚以内	Comment by 池田 朱里: 4/22質問回答書No.233,234
質問回答書では、外観は3枚以内としておりましたが、ブリッジ2ヵ所のパースを求めることから4枚以内としております。
内観10枚以内
縮尺任意
	· 鳥観図と子ども未来館の外観と内観が分かるイメージパース、ブリッジA及びブリッジBのイメージパースを作成すること。	Comment by 池田 朱里: 官民対話 質問回答書（ふくやま未来ラボG)No.28
· 内観は常設展示室を必須とすること。
· 事業者提案スペースと自主事業を提案する場合には、それが分かるイメージパースを作成すること。

	5-4
	平面図／立面図／断面図
	A3判
縮尺任意
	· 建築物（展示物も含む）及びブリッジの平面図、立面図、断面図を作成すること。
· 平面図は各階で作成すること。
· 平面図等に利用者及び職員の想定動線図を記載すること。平面図と分けて作成しても良い。

	5-5
	屋外施設計画図（ブリッジは除く）
	A3判
縮尺任意
	· 敷地内外の動線、植栽や照明等の設置位置が明確に分かるような計画図を作成すること。

	5-6
	供給処理設備計画図
	A3判
縮尺任意
	· インフラ設備（給水・雨水排水・汚水・電気・通信・ガス）の分岐や接続箇所を明示すること。

	5-7
	等時間日影図
	A3判
縮尺任意
	· 周辺の地盤面及び建物形状を正確に反映させ、周辺の住宅地への影響が分かる日影図を作成すること。


※各図面は、施設ごと又は隣接した複数棟ごとに作成すること。

1

3

（様式1-1）

募集要項等に関する質問書
　　年　　月　　日

福山市長　 様

　（仮称）子ども未来館整備運営事業の募集要項等について、次のとおり質問します。

	提出者

	法人（団体）名
	

	担当者名
	

	所属部署
	

	所在地
	

	電話番号
	

	E-mail
	



	No.
	資料名称
	頁
	当該箇所
	質問内容

	
	
	
	章
	節
	項
	号
	

	例
	募集要項
	3
	第1
	1
	(1)
	ア
	（簡潔に記載すること）

	1
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	


※ 「資料名称」欄には、募集要項、要求水準書等の資料名称を記載すること。
※ 「当該箇所」欄は、該当箇所が分かるように適宜記載すること。
※ 質問は１問ずつ記載すること。
※ 行が不足する場合は適宜追加すること。
※ 本様式は福山市のホームページよりダウンロードし、提出はWordファイル形式で電子メールにより提出すること。

（様式1-2）

官民対話に関する質問書
年　　月　　日

福山市長　 様

　（仮称）子ども未来館整備運営事業の官民対話について、次のとおり質問します。

	提出者

	法人（団体）名
	

	担当者名
	

	所属部署
	

	所在地
	

	電話番号
	

	E-mail
	



	No.
	資料名称
	頁
	当該箇所
	質問内容

	
	
	
	章
	節
	項
	号
	

	例
	募集要項
	3
	第1
	1
	(1)
	ア
	（簡潔に記載すること）

	例
	
	
	
	
	
	
	公表しない

	1
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	


※ 「資料名称」欄には、募集要項、要求水準書等の資料名称を記載すること。
※ 「当該箇所」欄は、該当箇所が分かるように適宜記載すること。
※ 質問は１問ずつ記載すること。
※ 行が不足する場合は適宜追加すること。
※ 公表を想定しない事業者のノウハウ・提案に関する質問がある場合には、それが分かるように、灰色で着色すること。
※ 本様式は福山市のホームページよりダウンロードし、提出はWordファイル形式で電子メールにより提出すること。


（様式1-3）

貸与資料申込書
年　　月　　日

福山市長　 様
所在地　実印

商号又は名称　
代表者名　　　　　　　　　　　　　

「（仮称）子ども未来館整備運営事業」に関する資料の貸与について次のとおり申し込みます。

記

１．貸与資料
○要求水準書別添資料一覧による

２．貸与資料の取扱いについて
　　貸与資料の取扱いについて、次の方針を遵守します。
· 貸与する資料は一般公表することを前提としていない情報も含まれるため、第三者に対して開示・配布禁止とし、取扱いに注意する。
· 貸与された資料を本事業に係る業務以外で使用しないこととする。
· なお、申込者が属する応募グループへの配布は可能とするが、配布された代表企業または構成企業、協力企業も前記を遵守する。

（担当者連絡先）
	所属
	

	名前
	

	所在地
	

	電話番号
	

	ファックス番号
	

	メールアドレス
	







[bookmark: _Hlk57997270]（様式2-1）
参加表明書

年　　月　　日
福山市長　 様

［　　　　　　　　　　　　　　］グループは、次の者を構成企業とし、その代企業を［　　　　　　　　　　　　］として、「（仮称）子ども未来館整備運営事業」の提案審査への参加を表明します。
なお、代表企業及び構成企業は、他グループの構成企業として「（仮称）子ども未来館整備運営事業」に参加しないことを誓約します。
	１．応募グループの代表企業　　グループにおける役割：

	所在地：

	商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	担当者名：

	担当者連絡先：(TEL)                       (E-mail)実印




	２．構成企業　　　　　　　　　グループにおける役割：

	所在地：

	商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実印




	３．構成企業　　　　　　　　　グループにおける役割：

	所在地：

	商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実印


	代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



	４．構成企業　　　　　　　　　グループにおける役割：

	所在地：

	商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実印



※ グループにおける役割には、募集要項で示す応募者の構成を踏まえ、いずれの業務を実施するか記載すること。
※ 応募グループの代表企業・構成企業の企業毎に「代表者印（実印）」を押印の上、提出すること。
※ 構成企業の欄が足りない場合は本様式に準じ適宜作成・追加すること。

（様式2-2）

委任状

年　　月　　日
福山市長　 様

応募(申請)グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　応募(申請)グループの構成
　　　代表企業　　　　　　　所在地実印

商号又は名称
代　表　者


　　　前記法人の代表者に、（仮称）子ども未来館整備運営事業に応募(申請)するため、一切の権限を委任します。応募(申請)に伴い応募(申請)者が負う責務は、全ての構成企業等が連帯して責任を負います。
　　なお、優先交渉権者となった場合は、各構成企業は、各業務の遂行及び、当グループが負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負います。

構成企業　　　　　　　所在地実印

商号又は名称
代　表　者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

構成企業　　　　　　　所在地実印

商号又は名称
代　表　者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

構成企業　　　　　　　所在地実印

商号又は名称
代　表　者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

※ 構成企業が3団体を超える場合は、行を追加して記載すること。

[bookmark: _Hlk58244644]（様式2-3）
役員名簿

年　　月　　日
福山市長　 様

次のとおり、役員名簿を提出します。
また、この内容について、暴力団排除のため、関係する官公庁へ照会する場合があることに同意します。
記

	商号又は名称
	

	代 表 者
	

	所 在 地
	

	役 員
（代表者を含む。）
	役職名
	名 (ふり)　前 (がな)
	生年月日
	住所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



※ 役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準じる者をいい、相談役、顧問、その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人（団体）に対して業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。
※ 法人等のグループにより構成された団体は、代表企業、構成企業ごとに提出すること。
※ 行が不足する場合は適宜追加すること。




（様式2-4）

応募者の資格要件確認書（建築設計を行う者）
実印

	商号又は名称
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	一級建築士事務所登録番号
	

	一級建築士を有する
配置予定者の技術者要件
	名前
	

	
	資格
	一級建築士

	
	勤続年数
	　　年　　か月


※ 一級建築士事務所登録を証明する資料の写しを添付すること。
※ 配置予定者の保有資格（一級建築士）については、免許を証明する書面の写しを添付すること。
※関連書類提出時に 市の2025年度（令和7年度）・2026年度（令和8年度）の測量、建設コンサルタント等業務入札参加資格がない場合は、提案書の提出時までに登録完了し、本様式の再提出と併せて添付すること。
※ 配置予定者は所属企業と直接的な雇用関係があり、かつ連続して3か月以上の雇用関係を有することを証明できる資料（在籍証明証等）を添付すること。

2015年度（平成27年度）以降で公共施設で延べ面積4,300㎡以上の新築の実施設計の元請実績
	施　設　名
	

	用　途
	

	所　在　地
	

	発　注　者
	

	PUBDIS登録番号
	

	施設の高さ・延べ面積
	　　　　　　m　・　　　　　　㎡

	構造・階数
	　　　　　　　　造　・　地上　　階／地下　　階

	竣工年
	　西暦　　　年　　月竣工

	建物概要
	





	事業者選定基準書の「事業実施体制」の加点を満たす
	


※ 実績を示すPUBDIS登録番号がない又は、PUBDIS登録番号だけでは実績が確認出来ない場合には、資料（契約書、履行証明書その他建築設計実績を証する書類のいずれか1つ）及び図面等規模のわかる書類の写しを添付すること。
※  2015年度（平成27年度）以降で公共施設の美術館、博物館、科学館、その他これらに類する施設で延べ面積4,300㎡以上の新築の実施設計の元請実績を有している場合には、事業者選定基準書の「事業実施体制」の加点を満たすの欄に「保有する」と記載し、有していない場合には「保有しない」と記載すること。


2015年度（平成27年度）以降の建築設計の受賞歴
（複数を保有している場合には、最も配点が高い賞を評価の対象とする。）
	施　設　名
	

	用　途
	

	所　在　地
	

	発　注　者
	

	PUBDIS登録番号
	

	竣工年
	　西暦　　　年　　月竣工

	受賞名
	

	受賞年
	

	共同企業体で受賞している場合には貴社の役割及び出資比率
	

	建物概要
	




※ 受賞例）日本建築学会賞（作品賞）、JIA建築賞（大賞、優秀建築賞）
公共建築賞（公共建築賞、特別賞）
日本建築士連合会建築作品賞（大賞、優秀賞）
日本空間デザイン賞（KUKAN OF YEAR、金賞、日本経済新聞社賞）
グッドデザイン賞（グッドデザイン大賞、グッドデザイン金賞
グッドフォーカス賞（地域社会デザイン））
前記の賞のその他のカテゴリー・部門、前記以外の賞　等
※ 前記実績を示すPUBDIS登録番号がない又は、PUBDIS登録番号だけでは実績が確認出来ない場合には、資料（契約書、履行証明書その他建築設計実績を証する書類のいずれか1つ）及び図面等規模のわかる書類の写しを添付すること。
※ 受賞経験のある場合は、受賞を証明する書面の写しを添付すること。

（様式2-5）

応募者の資格要件確認書（工事監理を行う者）

実印

	商号又は名称
	

	一級建築士事務所登録番号
	

	一級建築士を有する
配置予定者の技術者要件
	名前
	

	
	資格
	一級建築士

	
	勤続年数
	　　年　　か月


※ 一級建築士事務所登録を証明する資料の写しを添付すること。
※ 配置予定者（一級建築士）の保有資格については、免許を証明する書面の写しを添付すること。
※ 関連書類提出時に市の2025年度（令和7年度）・2026年度（令和8年度）の測量、建設コンサルタント等業務入札参加資格がない場合は、提案書の提出時までに登録完了し、本様式の再提出と併せて添付すること。
※ 配置予定者は所属企業と直接的な雇用関係があり、かつ連続して3か月以上の雇用関係を有することを証明できる資料（在籍証明証等）を添付すること。

2015年度（平成27年度）以降で公共施設で延べ面積4,300㎡以上の新築の工事監理の元請実績
	施　設　名
	

	用　途
	

	所　在　地
	

	発　注　者
	

	PUBDIS登録番号
	

	施設の高さ・延べ面積
	　　　　　　m　・　　　　　　㎡

	構造・階数
	　　　　　　　　造　・　地上　　階／地下　　階

	竣工年
	　西暦　　　年　　月竣工

	建物概要
	






※ 実績を示すPUBDIS登録番号がない又は、PUBDIS登録番号だけでは実績が確認出来ない場合には、資料（契約書、履行証明書その他工事監理実績を証する書類のいずれか1つ）及び図面等規模のわかる書類の写しを添付すること。


（様式2-6）

応募者の資格要件確認書（展示設計を行う者）

実印

	商号又は名称
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



2015年度（平成27年度）以降で公共施設の美術館、博物館、科学館、その他これらに類する施設で展示面積1,000㎡以上の展示の新設又は更新の実施設計の元請実績
	施　設　名
	

	用　途
	

	所　在　地
	

	発　注　者
	

	テクリス登録番号又はPUBDIS登録番号
	

	展示面積
	　㎡

	構造・階数
	　　　　　　造　・　地上　　階／地下　　階

	竣工年
	　西暦　　　年　　月竣工

	建物概要
	






※ 前記実績を示す登録番号については、テクリス登録番号又はPUBDIS登録番号のいずれを記入しているかが分かるように記入すること。
※ 前記実績を示すテクリス登録番号及びPUBDIS登録番号がない又は、テクリス登録番号及びPUBDIS登録番号だけでは実績が確認出来ない場合には、資料（契約書、履行証明書その他展示設計実績を証する書類のいずれか1つ）及び図面等規模のわかる書類の写しを添付すること。


（様式2-7）

応募者の資格要件確認書（ブリッジ設計を行う者）

実印

	商号又は名称
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



2015年度（平成27年度）以降で歩道橋、道路橋又は支間長20m以上の連絡橋の実施設計の元請実績
	施　設　名
	

	用　途
	

	所　在　地
	

	発　注　者
	

	テクリス登録番号又はPUBDIS登録番号
	

	支間長
	　　　　　　m　

	構造
	　　　　　造

	竣工年
	　西暦　　　年　　月竣工

	建物概要
	






※ 前記実績を示す登録番号については、テクリス登録番号又はPUBDIS登録番号のいずれを記入しているかが分かるように記入すること。
※ 前記実績を示すテクリス登録番号及びPUBDIS登録番号がない又は、テクリス登録番号及びPUBDIS登録番号だけでは実績が確認出来ない場合には、資料（契約書、履行証明書その他ブリッジ設計実績を証する書類のいずれか1つ）及び図面等規模のわかる書類の写しを添付すること。
※ 協力企業としての応募も可能である。


（様式2-8）
応募者の資格要件確認書（ブリッジ工事を行う者）

実印

	商号又は名称
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	建築一式工事又は土木一式工事の特定建設業の許可番号
	

	建築一式工事又は土木一式工事の技術者の資格を有する配置予定者の技術者要件
	名前
	

	
	資格
	

	
	勤続年数
	　　年　　か月


※ 建築一式工事又は土木一式工事の特定建設業の許可を証明する資料の写しを添付すること。
※ 配置予定者の保有資格については、免許を証明する書面の写しを添付すること。
※ 配置予定者は、変更の有無に関わらず、建設業務の着工前に施工責任者及び担当技術者（建築、電気、機械、ブリッジ）の通知書（以下「通知書」という。）を提出すること。
※ 配置予定者は所属企業と直接的な雇用関係があり、かつ連続して3か月以上の雇用関係を有することを証明できる資料（在籍証明証等）を添付すること。
※ 協力企業としての応募も可能である。


2015年度（平成27年度）以降で歩道橋、道路橋又は支間長20m以上の連絡橋の施工の元請実績
	施　設　名
	

	用　途
	

	所　在　地
	

	発　注　者
	

	コリンズ登録番号
	

	支間長
	　　　　　　m　

	構造
	　　　　　造

	竣工年
	　西暦　　　年　　月竣工

	建物概要
	






※ 前記実績を示すコリンズ登録番号がない又は、コリンズ登録番号だけでは実績が確認出来ない場合には、資料（契約書、完成確認書、履行証明書のいずれか1つ）及び図面等規模のわかる書類の写しを添付すること。


（様式2-9）

応募者の資格要件確認書（建築一式工事を行う者）

（代表構成員（A群））実印

	商号又は名称
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	出資比率
	％

	広島県内に本店、支店又はこれに準ずるものを有する
	ある
	ない

	建築一式工事の特定建設業の許可番号
	

	福山市建設工事入札参加資格
	等級
	

	配置予定者の技術者要件
	名前
	

	
	資格
	

	
	勤続年数
	　　年　　か月


※ 関連書類提出時に市の2025年度（令和7年度）・2026年度（令和8年度）の建設工事入札参加資格がない場合は、提案書の提出時までに登録完了し、本様式の再提出と併せて添付すること。
※ 建築一式工事の特定建設業の許可を証明する資料の写しを添付すること。
※ 配置予定者の保有資格については、免許を証明する書面の写しを添付すること。
※ 配置予定者は、変更の有無に関わらず、建設業務の着手前に通知書を提出すること。
※ 配置予定者は所属企業と直接的な雇用関係があり、かつ恒常的な雇用関係を有することを証明できる資料（在籍証明証等）を添付すること。

2015年度（平成27年度）以降に完成した、劇場、図書館、美術館、博物館、科学館、映画館、研修所、警察署、消防署、その他これらに類する施設の延べ面積が4,300㎡以上の新築、改築又は増築（当該部分の延べ面積が4,300㎡以上のものに限る。）に係る建築一式工事の元請としての施工実績
	施　設　名
	

	用　途
	

	所　在　地
	

	発　注　者
	

	コリンズ登録番号
	

	請負代金額
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	受注形態
	　単独　・　共同企業体（出資比率　　　％）

	施設の高さ・延べ面積
	　　　　　　m　・　　　　　　㎡

	構造・階数
	　　　　　　　　造　・　地上　　階／地下　　階

	竣工年
	　西暦　　　年　　月竣工

	建物概要
	


※ 前記実績を示すコリンズ登録番号がない又は、コリンズ登録番号だけでは実績が確認出来ない場合には、資料（契約書、完成確認書、履行証明書のいずれか1つ）及び図面等規模のわかる書類の写しを添付すること。

（その他構成員（B群））実印

	商号又は名称
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	出資比率
	％

	福山市内に本店を有する
	ある
	ない

	建築一式工事の特定建設業の許可番号
	

	福山市建設工事入札参加資格
	等級
	

	配置予定者の技術者要件
	名前
	

	
	資格
	

	
	勤続年数
	　　年　　か月


※ 関連書類提出時に市の2025年度（令和7年度）・2026年度（令和8年度）の建設工事入札参加資格がない場合は、提案書の提出時までに登録完了し、本様式の再提出と併せて添付すること。
※ 建築一式工事の特定建設業の許可を証明する資料の写しを添付すること。
※ 配置予定者の保有資格については、免許を証明する書面の写しを添付すること。
※ 配置予定者は、変更の有無に関わらず、建設業務の着手前に通知書を提出する必要がある。
※ 配置予定者は所属企業と直接的な雇用関係があり、かつ恒常的な雇用関係を有することを証明できる資料（在籍証明証等）を添付すること。

2015年度（平成27年度）以降に完成した、延べ面積が3,000㎡以上の建築物の新築、改築又は増築（当該部分の延べ面積が3,000㎡以上のものに限る。）に係る建築一式工事の元請としての施工実績
	施　設　名
	

	用　途
	

	所　在　地
	

	発　注　者
	

	コリンズ登録番号
	

	請負代金額
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	受注形態
	　単独　・　共同企業体（出資比率　　　％）

	施設の高さ・延べ面積
	　　　　　　m　・　　　　　　㎡

	構造・階数
	　　　　　　　　造　・　地上　　階／地下　　階

	竣工年
	　西暦　　　年　　月竣工

	建物概要
	






※ 前記実績を示すコリンズ登録番号がない又は、コリンズ登録番号だけでは実績が確認出来ない場合には、資料（契約書、完成確認書、履行証明書のいずれか1つ）及び図面等規模のわかる書類の写しを添付すること。



（その他構成員（C群））実印

	商号又は名称
	

	出資比率
	％

	福山市内に本店を有する
	ある
	ない

	建築一式工事の特定建設業の許可番号
	

	福山市建設工事入札参加資格
	等級
	

	配置予定者の技術者要件
	名前
	

	
	資格
	

	
	勤続年数
	　　年　　か月


※ 関連書類提出時に市の2025年度（令和7年度）・2026年度（令和8年度）の建設工事入札参加資格がない場合は、提案書の提出時までに登録完了し、本様式の再提出と併せて添付すること。
※ 建築一式工事の特定建設業の許可を証明する資料の写しを添付すること。
※ 配置予定者の保有資格については、免許を証明する書面の写しを添付すること。
※ 配置予定者は、変更の有無に関わらず、建設業務の着手前に通知書を提出する必要がある。
※ 2社による共同事業体で参加する場合、その他構成員（C群）の資格要件確認書は未記入で提出すること。
※ 配置予定者は所属企業と直接的な雇用関係があり、かつ恒常的な雇用関係を有することを証明できる資料（在籍証明証等）を添付すること。



（様式2-10）

応募者の資格要件確認書（電気工事を行う者）

（代表構成員（A群））実印

	商号又は名称
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	出資比率
	％

	広島県内に本店、支店又はこれに準ずるものを有する
	ある
	ない

	電気工事の特定建設業の許可番号
	

	福山市建設工事入札参加資格
	等級
	

	配置予定者の技術者要件
	名前
	

	
	資格
	

	
	勤続年数
	　　年　　か月


※ 関連書類提出時に市の2025年度（令和7年度）・2026年度（令和8年度）の建設工事入札参加資格がない場合は、提案書の提出時までに登録完了し、本様式の再提出と併せて添付すること。
※ 電気工事の特定建設業の許可を証明する資料の写しを添付すること。
※ 配置予定者の保有資格については、免許を証明する書面の写しを添付すること。
※ 配置予定者は、変更の有無に関わらず、建設業務の着手前に通知書を提出する必要がある。
※ 配置予定者は所属企業と直接的な雇用関係があり、かつ恒常的な雇用関係を有することを証明できる資料（在籍証明証等）を添付すること。

2015年度（平成27年度）以降に完成した、延べ面積が4,300㎡以上の建築物の新築、改築又は増築（当該部分の延べ面積が4,300㎡以上のものに限る。）に係る電気工事の元請としての施工実績
	施　設　名
	

	用　途
	

	所　在　地
	

	発　注　者
	

	コリンズ登録番号
	

	請負代金額
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	受注形態
	　単独　・　共同企業体（出資比率　　　％）

	施設の高さ・延べ面積
	　　　　　　m　・　　　　　　㎡

	構造・階数
	　　　　　　　　造　・　地上　　階／地下　　階

	竣工年
	　西暦　　　年　　月竣工

	建物概要
	





※ 前記実績を示すコリンズ登録番号がない又は、コリンズ登録番号だけでは実績が確認出来ない場合には、資料（契約書、完成確認書、履行証明書のいずれか1つ）及び図面等規模のわかる書類の写しを添付すること。

（その他構成員（B群））実印

	商号又は名称
	

	出資比率
	％

	福山市内に本店を有する
	ある
	ない

	電気工事の特定建設業の許可番号
	

	福山市建設工事入札参加資格
	等級
	

	配置予定者の技術者要件
	名前
	

	
	資格
	

	
	勤続年数
	　　年　　か月


※ 関連書類提出時に市の2025年度（令和7年度）・2026年度（令和8年度）の建設工事入札参加資格がない場合は、提案書の提出時までに登録完了し、本様式の再提出と併せて添付すること。
※ 電気工事の特定建設業の許可を証明する資料の写しを添付すること。
※ 配置予定者の保有資格については、免許を証明する書面の写しを添付すること。
※ 配置予定者は、変更の有無に関わらず、建設業務の着手前に通知書を提出する必要がある。
※ 配置予定者は所属企業と直接的な雇用関係があり、かつ恒常的な雇用関係を有することを証明できる資料（在籍証明証等）を添付すること。

（その他構成員（C群））実印

	商号又は名称
	

	出資比率
	％

	福山市内に本店を有する
	ある
	ない

	電気工事の特定建設業の許可番号
	

	福山市建設工事入札参加資格
	等級
	

	
	
	

	配置予定者の技術者要件
	名前
	

	
	資格
	

	
	勤続年数
	　　年　　か月


※ 市の2025年度（令和7年度）・2026年度（令和8年度）の建設工事入札参加資格者名簿への登録を証明する資料の写しを添付すること。関連書類提出時に参加資格がない場合は、提案書の提出時までに登録完了し、本様式の再提出と併せて添付すること。
※ 電気工事の特定建設業の許可を証明する資料の写しを添付すること。
※ 配置予定者の保有資格については、免許を証明する書面の写しを添付すること。
※ 配置予定者は、変更の有無に関わらず、建設業務の着手前に通知書を提出する必要がある。
※ 2社による共同事業体で参加する場合、その他構成員（C群）の資格要件確認書は未記入で提出すること。
※ 配置予定者は所属企業と直接的な雇用関係があり、かつ恒常的な雇用関係を有することを証明できる資料（在籍証明証等）を添付すること。

（様式2-11）

応募者の資格要件確認書（管工事を行う者）

（代表構成員（A群））実印

	商号又は名称
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	出資比率
	％

	広島県内に本店、支店又はこれに準ずるものを有する
	ある
	ない

	管工事の特定建設業の許可　番号
	

	福山市建設工事入札参加資格
	等級
	

	配置予定者の技術者要件
	名前
	

	
	資格
	

	
	勤続年数
	　　年　　か月


※ 関連書類提出時に市の2025年度（令和7年度）・2026年度（令和8年度）の建設工事入札参加資格がない場合は、提案書の提出時までに登録完了し、本様式の再提出と併せて添付すること。
※ 管工事の特定建設業の許可を証明する資料の写しを添付すること。
※ 配置予定者の保有資格については、免許を証明する書面の写しを添付すること。
※ 配置予定者は、変更の有無に関わらず、建設業務の着手前に通知書を提出する必要がある。
※ 配置予定者は所属企業と直接的な雇用関係があり、かつ恒常的な雇用関係を有することを証明できる資料（在籍証明証等）を添付すること。

2015年度（平成27年度）以降に完成した、延べ面積が4,300㎡以上の建築物の新築、改築又は増築（当該部分の延べ面積が4,300㎡以上のものに限る。）に係る管工事の元請としての施工実績
	施　設　名
	

	用　途
	

	所　在　地
	

	発　注　者
	

	コリンズ登録番号
	

	請負代金額
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	受注形態
	　単独　・　共同企業体（出資比率　　　％）

	施設の高さ・延べ面積
	　　　　　　m　・　　　　　　㎡

	構造・階数
	　　　　　　　　造　・　地上　　階／地下　　階

	竣工年
	　西暦　　　年　　月竣工

	建物概要
	




※ 前記実績を示すコリンズ登録番号がない又は、コリンズ登録番号だけでは実績が確認出来ない場合には、資料（契約書、完成確認書、履行証明書のいずれか1つ）及び図面等規模のわかる書類の写しを添付すること。

（その他構成員（B群））実印

	商号又は名称
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	出資比率
	％

	福山市内に本店を有する
	ある
	ない

	管工事の特定建設業の許可　番号
	

	福山市建設工事入札参加資格
	等級
	

	配置予定者の技術者要件
	名前
	

	
	資格
	

	
	勤続年数
	　　年　　か月


※関連書類提出時に 市の2025年度（令和7年度）・2026年度（令和8年度）の建設工事入札参加資格がない場合は、提案書の提出時までに登録完了し、本様式の再提出と併せて添付すること。
※ 管工事の特定建設業の許可を証明する資料の写しを添付すること。
※ 配置予定者の保有資格については、免許を証明する書面の写しを添付すること。
※ 配置予定者は、変更の有無に関わらず、建設業務の着手前に通知書を提出する必要がある。
※ 配置予定者は所属企業と直接的な雇用関係があり、かつ恒常的な雇用関係を有することを証明できる資料（在籍証明証等）を添付すること。

（その他構成員（C群））実印

	商号又は名称
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	出資比率
	％

	福山市内に本店を有する
	ある
	ない

	管工事の特定建設業の許可　番号
	

	福山市建設工事入札参加資格
	等級
	

	配置予定者の技術者要件
	名前
	

	
	資格
	

	
	勤続年数
	　　年　　か月


※ 関連書類提出時に市の2025年度（令和7年度）・2026年度（令和8年度）の建設工事入札参加資格がない場合は、提案書の提出時までに登録完了し、本様式の再提出と併せて添付すること。
※ 管工事の特定建設業の許可を証明する資料の写しを添付すること。
※ 配置予定者の保有資格については、免許を証明する書面の写しを添付すること。
※ 配置予定者は、変更の有無に関わらず、建設業務の着手前に通知書を提出する必要がある。
※ 2社による共同事業体で参加する場合、その他構成員（C群）の資格要件確認書は未記入で提出すること。
※ 配置予定者は所属企業と直接的な雇用関係があり、かつ恒常的な雇用関係を有することを証明できる資料（在籍証明証等）を添付すること。

（様式2-12）

応募者の資格要件確認書（展示製作を行う者）

実印

	商号又は名称
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



2015年度（平成27年度）以降で公共施設の美術館、博物館、科学館、その他これらに類する施設で展示面積1,000㎡以上の展示製作の新設又は更新の元請実績
	施　設　名
	

	用　途
	

	所　在　地
	

	発　注　者
	

	コリンズ登録番号
	

	展示面積
	　　　　　　㎡

	構造・階数
	　　　　　　　　造　・　地上　　階／地下　　階

	竣工年
	　西暦　　　年　　月竣工

	建物概要
	






※ 前記実績を示すコリンズ登録番号がない又は、コリンズ登録番号だけでは実績が確認出来ない場合には、資料（契約書、履行証明書その他展示製作実績を証する書類のいずれか1つ）及び図面等規模のわかる書類の写しを添付すること。

（様式2-13）

応募者の資格要件確認書（運営を行う者）

実印

	商号又は名称
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



2015年度（平成27年度）以降で公共施設の美術館、博物館、科学館、その他これらに類する施設の運営の元請実績
	施　設　名
	

	用　途
	

	所　在　地
	

	発　注　者
	

	展示面積
	　　　　　　㎡

	階数
	地上　　階／地下　　階

	竣工年
	　西暦　　　年　　月竣工

	運営期間
	開始年月日　　年　　月　　日　終了年月日　　年　　月　　日

	建物概要
	





	事業者選定基準書の「事業実施体制」の加点を満たす
	


※ 前記実績を示す資料（契約書、履行証明書その他運営実績を証する書類のいずれか1つ）の写しを添付すること。
※  2015年度（平成27年度）以降で公共施設の美術館、博物館、科学館、その他これらに類する施設で展示面積1,000㎡以上の運営の元請実績を有している場合には、事業者選定基準書の「事業実施体制」の加点を満たすの欄に「保有する」と記載し、有していない場合には「保有しない」と記載すること。なお、保有している場合には実績を示す資料以外に図面等規模がわかる書類の写しを添付すること。




（様式2-14）

応募者の資格要件確認書（維持管理を行う者）

実印

	商号又は名称
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	建築物環境衛生管理技術者の資格を有する配置予定者の技術者要件
	名前
	

	
	資格
	建築物環境衛生管理技術者

	
	事務所ビルの運転監視業務の実績
	ある
	ない

	
	勤続年数
	　　年　　か月


※ 配置予定者の保有資格（建築物環境衛生管理技術者）については、免許を証明する書面の写しを添付すること。
※ 事務所ビルの運転監視業務の実績が確認できる資料（契約書、履行証明書のいずれか1つ）の写しを添付すること。
※ 配置予定者は所属企業と直接的な雇用関係があり、かつ恒常的な雇用関係を有することを証明できる資料（在籍証明証等）を添付すること。

2015 年度（平成27年度）以降で公共施設の延べ面積4,300㎡以上の維持管理の元請実績
	施　設　名（用途）
	

	所　在　地
	

	発　注　者
	

	施設の高さ・延べ面積
	　　　　　　m　・　　　　　　㎡

	階数
	地上　　階／地下　　階

	竣工年
	　西暦　　　年　　月竣工

	維持管理期間
	開始年月日　　年　　月　　日　終了年月日　　年　　月　　日

	建物概要
	






※ 前記実績を示す資料（契約書、履行証明書その他維持管理実績を証する書類のいずれか1つ）及び図面等規模のわかる書類の写しを添付すること。


（様式2-15）

応募者の資格要件確認書（その他企業）

実印

	商号又は名称
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	担当する業務
	

	業務を実施するために必要となる資格
	


※ その他業務に当たる者全てが個別に本様式を作成すること。

添付書類
	No
	書類名
	応募者
確認
	市
確認

	1
	業務を実施するために必要となる資格（許可、登録、認定等）及び資格者を有することを証する書類
	
	


※ 必要書類が揃っていることを確認したうえで、「応募者確認」欄に「○」をつけること。




（様式2-16）

参加資格審査の付属資料提出確認書


＜共通事項＞
	No
	書類
	応募者
確認
	市
確認

	1
	会社概要
（パンフレット、定款、現在事項全部証明書）
	
	

	2
	市に税の納付義務を有する者にあっては、市税を滞納していない者であることを証明する資料（納税証明書等）
※募集要項公表日以降に公布されたものとすること。
	
	

	3
	法人税、法人事業税、消費税及び地方消費税を滞納していない者であることを証明する資料（納税証明書等）
※募集要項公表日以降に公布されたものとすること。
	
	

	4
	財務諸表（直近3年間）
	
	


※ No.1は本店、支店等の場所が分かるような資料であること。
※ No.4は期末時期の関係から直近3年間の財務諸表が提出できない場合、その旨が分かるよう明記し、提出可能な直近3年間を提出すること。

＜建築設計を行う者＞
	No
	書類
	応募者
確認
	市
確認

	1
	建築士法第23条第1項又は第3項の規定に基づく、一級建築士事務所の登録を受けていることを証明する資料
	
	

	2
	配置予定者（一級建築士）の資格を証明する資料
	
	

	3
	配置予定者の所属企業との直接的かつ連続して3か月以上の雇用関係を有することを証明する資料
	
	

	4
	市の 2025 年度（令和 7 年度）・2026 年度（令和 8 年度）の測量、建設コンサルタント等の認定を受けていることを証明する資料
	
	

	5
	2015年度（平成27年度）以降で公共施設で延べ面積4,300㎡以上の新築の実施設計の元請実績を証明する資料
	
	

	6
	2015年度（平成27年度）以降で建築設計の受賞経験の元請実績を証明する資料
	
	

	7
	2015年度（平成27年度）以降で建築設計の受賞経験を証明する資料
	
	


※ No.4は関連書類提出時に参加資格がない場合は、提案書の提出時までに登録完了し、速やかに提出すること。
※ No.5及びNo.6はPUBDIS登録番号で実績を確認出来る場合は除く。
※ No.6及びNo.7は受賞実績がない場合は除く。


＜工事監理を行う者＞
	No
	書類
	応募者
確認
	市
確認

	1
	建築士法第23条第1項又は第3項の規定に基づく、一級建築士事務所の登録を受けていることを証明する資料
	
	

	2
	配置予定者（一級建築士）の資格を証明する資料
	
	

	3
	配置予定者の所属企業との直接的かつ連続して3か月以上の雇用関係を有することを証明する資料
	
	

	4
	市の 2025 年度（令和 7 年度）・2026 年度（令和 8 年度）の測量、建設コンサルタント等の認定を受けていることを証明する資料
	
	

	5
	2015年度（平成27年度）以降で公共施設で延べ面積4,300㎡以上の新築の工事監理の元請実績を証明する資料
	
	


※No.4は関連書類提出時に参加資格がない場合は、提案書の提出時までに登録完了し、速やかに提出すること。
※ No.5はPUBDIS登録番号で実績を確認出来る場合は除く。

＜展示設計を行う者＞
	No
	書類
	応募者
確認
	市
確認

	1
	2015年度（平成27年度）以降で公共施設の美術館、博物館、科学館、その他これらに類する施設で展示面積1,000㎡以上の展示の新設又は更新の実施設計の元請実績を証明する資料
	
	


※ No.1はテクリス登録番号又はPUBDIS登録番号で実績を確認出来る場合は除く。

＜ブリッジ設計を行う者＞
	No
	書類
	応募者
確認
	市
確認

	1
	2015年度（平成27年度）以降で歩道橋、道路橋又は支間長20m以上の連絡橋の実施設計の元請実績を証明する資料
	
	


※ No.1はテクリス登録番号又はPUBDIS登録番号で実績を確認出来る場合は除く。


＜ブリッジ工事を行う者＞
	No
	書類
	応募者
確認
	市
確認

	1
	建設業法（昭和24年法律第100号）第15条の規定に基づく、建築一式工事又は土木一式工事の特定建設業の許可を受けていることを証明する資料
	
	

	2
	配置予定者の資格を証明できる資料
	
	

	3
	配置予定者の所属企業との直接的かつ連続して3か月以上の雇用関係を有することを証明する資料
	
	

	4
	2015年度（平成27年度）以降で歩道橋、道路橋又は支間長20m以上の連絡橋の施工の元請実績を証明する資料
	
	


※ No.4はコリンズ登録番号で実績を確認出来る場合は除く。

＜建築一式工事を行う者＞
	No
	書類
	応募者
確認
	市
確認

	1
	建設業法（昭和24年法律第100号）第15条の規定に基づく、建築一式工事の特定建設業の許可を受けていることを証明する資料
	
	

	2
	市の 2025 年度（令和 7 年度）・2026 年度（令和 8 年度）の福山市建設工事参加資格を有する建築一式工事の認定を受けていることを証明する資料
	
	

	3
	配置予定者の資格を証明する資料
	
	

	4
	配置予定者の所属企業との直接的かつ恒常的な雇用関係を有することを証明する資料
	
	

	5
	募集要項に規定する必要な施工実績を証明する資料
	
	


※ No.2は参加資格審査段階で保有していない場合、提案書の提出日までに登録し、速やかに提出すること。
※ No.5はコリンズ登録番号で実績を確認出来る場合は除く。
※ 建設一式工事を行う全ての構成員が参加資格審査に必要な書類を提出すること。


＜電気工事を行う者＞
	No
	書類
	応募者
確認
	市
確認

	1
	建設業法（昭和24年法律第100号）第15条の規定に基づく、電気工事の特定建設業の許可を受けていることを証明する資料
	
	

	2
	市の 2025 年度（令和 7 年度）・2026 年度（令和 8 年度）の福山市建設工事参加資格を有する電気工事の認定を受けていることを証明する資料
	
	

	3
	配置予定者の資格を証明する資料
	
	

	4
	配置予定者の所属企業との直接的かつ恒常的な雇用関係を有することを証明する資料
	
	

	5
	募集要項に規定する必要な施工実績を証明する資料
	
	


※ No.2は参加資格審査段階で保有していない場合、提案書の提出日までに登録し、速やかに提出すること。
※ No.5はコリンズ登録番号で実績を確認出来る場合は除く。
※ 電気工事を行う全ての構成員が参加資格審査に必要な書類を提出すること。

＜管工事を行う者＞
	No
	書類
	応募者
確認
	市
確認

	1
	建設業法（昭和24年法律第100号）第15条の規定に基づく、管工事の特定建設業の許可を受けていることを証明する資料
	
	

	2
	市の 2025 年度（令和 7 年度）・2026 年度（令和 8 年度）の福山市建設工事参加資格を有する管工事の認定を受けていることを証明する資料
	
	

	3
	配置予定者の資格を証明する資料
	
	

	4
	配置予定者の所属企業との直接的かつ恒常的な雇用関係を有することを証明する資料
	
	

	5
	募集要項に規定する必要な施工実績を証明する資料
	
	


※ No.2は参加資格審査段階で保有していない場合、提案書の提出日までに登録し、速やかに提出すること。
※ No.5はコリンズ登録番号で実績を確認出来る場合は除く。
※ 管工事を行う全ての構成員が参加資格審査に必要な書類を提出すること。

＜展示製作を行う者＞
	No
	書類
	応募者
確認
	市
確認

	1
	2015年度（平成27年度）以降で公共施設の美術館、博物館、科学館、その他これらに類する施設で展示面積1,000㎡以上の展示製作の新設又は更新の元請実績を証明する資料
	
	


※ No.1はコリンズ登録番号で実績を確認出来る場合は除く。


＜運営を行う者＞
	No
	書類
	応募者
確認
	市
確認

	1
	2015年度（平成27年度）以降で公共施設の美術館、博物館、科学館、その他これらに類する施設の運営の元請実績を証明する資料
	
	



＜維持管理を行う者＞
	No
	書類
	応募者
確認
	市
確認

	1
	配置予定者（建築物環境衛生管理技術者）の資格を証明する資料
	
	

	2
	配置予定者の事務所ビルの運転監視業務の実績を証明する資料
	
	

	3
	配置予定者の所属企業との直接的かつ連続して3か月以上の雇用関係を有することを証明する資料
	
	

	4
	2015 年度（平成 27 年度）以降で公共施設の延べ面積 4,300 ㎡以上の維持管理の元請実績を証明する資料
	
	



＜その他の者＞
	No
	書類
	応募者
確認
	市
確認

	1
	業務を実施するために必要となる資格（許可、登録、認定等）及び資格者を有することを証する書類
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辞 退 届

年　月　日

福山市長　 様

応募(申請)者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　実印

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


「（仮称）子ども未来館整備運営事業」について、参加申込及び参加資格審査関連書類を提出しましたが、都合により提案書類審査を辞退します。



（表紙）
	




（仮称）子ども未来館整備運営事業
提案書



【共通の注意事項】
・正本の表紙及び様式4-2以外の頁は、応募(申請)者名、住所、名前、社章などを特定できる表現は不可とする。
・副本については、表紙及び様式4-2を含めたすべての頁で、応募(申請)者名及び応募（申請）グループにおける代表企業、構成企業及びの名称を特定できる表現は不可とする。ただし、協力や監修などを行う法人、出店する店舗などの名称の記載は不問とするが、ブリッジ設計を行う者とブリッジ工事を行う者が協力企業として応募する場合には代表企業や構成企業と同様に名称を特定できる表現は不可とする。
・A4縦片面とし、文字サイズは図表中を除き、原則として10.5ポイント以上とすること。
・各様式に記載例を示しているが、デザインは自由とする。
・枠外に頁番号を記載すること。
・「（仮称）子ども未来館」は、以下「子ども未来館」という。
・「（仮称）まちづくり支援拠点施設」は、以下「まちづくり支援拠点施設」という。
・「福山市総合体育館」は、以下「エフピコアリーナふくやま」という。
・大阪関西万博パビリオン「いのちの遊び場 クラゲ館」は以下「クラゲ館」という。


（様式4-1）
	事業計画
	全体方針（2頁以内）

	【記載事項】
・2頁以内で記載すること。
・図面や表などを用いながら、分かりやすく記載すること。
・「（仮称）子ども未来館基本計画」を踏まえ、事業背景及び目的（"科学的な考え方をベースとした課題解決能力"、"デジタル技術を活用する能力"を養う）を適切に理解した方針やコンセプトを提案すること。
・前記の方針やコンセプトと各業務との対応が明確に分かるように提案すること。
・前記の方針、コンセプトは応募グループ内で各役割の者からどのような協議が行われた経緯（ex：本事業での課題解決能力とは何なのか。）も含めて提案すること。


（様式4-2）
	事業計画
	事業実施体制、地域経済等への貢献（3頁以内）

	【記載事項】
・3頁以内で記載すること。
・図面や表などを用いながら、分かりやすく記載すること。
・事業実施体制は、代表企業、構成企業、協力企業の役割分担を明記し、各企業が連携して本事業の推進を提案すること。
・また、事業全体を通じて事業を統括する企業及び事業統括責任者が明確であり、各業務等を統括する方法を提案すること。ただし、「副本」については、応募(申請)者名などが特定できないように「A 社（建設会社）」や「B 社（設計会社）」などで記載すること。
・代表企業や構成企業、協力企業など各企業の立場や事業推進上の役割（統括責任者）が分かるように提案すること。
・建設～管理運営段階のそれぞれにおいて、県内・市内事業者との関係性があれば具体企業名を記載すること。ただし、「副本」において、県内・市内事業者が代表企業もしくは構成企業である場合は具体企業名を記載しないこと。
・2015年度（平成27年度）以降で公共施設の美術館、博物館、科学館、その他これらに類する施設で延べ面積4,300㎡以上の新築の実施設計の元請実績があれば記載すること。
・2015年度（平成27年度）以降で公共施設の美術館、博物館、科学館、その他これらに類する施設で展示面積1,000㎡以上の運営の元請実績があれば記載すること。
・建築設計に携わる事業者に過去10年以内の建築設計の受賞経験があれば記載すること。対象とする賞は事業者選定基準書を確認すること。
・地域経済等への貢献は、地元企業（備後圏域内）の活用や地域人材の雇用等、地域経済に貢献する提案（ハード・ソフト）を提案すること。


（様式4-3）
	事業方針
	利用者数、事業計画、リスク管理、セルフモニタリング（5頁以内）

	【記載事項】
・5頁以内で記載すること。
・図面や表などを用いながら、分かりやすく記載すること。
・利用者数は、事業期間の各年度の目標利用者数及びその設定根拠を提案すること。
・事業計画は、維持管理・運営業務が事業期間を通じて安定的に事業を行うことができる収支計画及びその設定根拠を提案すること。
・リスク管理は、設計・建設期間及び維持管理・運営期間におけるリスクを適切に把握し、各リスクに対する有効な対策・保険等を提案すること。
・セルフモニタリングは、設計・建設期間及び維持管理・運営期間における各業務が適正であるかを自己評価し、サービス水準の維持・改善を提案すること。
・また、セルフモニタリングは利用者数等の定量的な評価だけでなく、運営者のサービスレベル等の定性的な評価も対象とし提案すること。



（様式4-4）
	事業計画
	デジタル技術やDXの導入（2頁以内）

	【記載事項】
・2頁以内で記載すること。
・図面や表などを用いながら、分かりやすく記載すること。
・子ども未来館全体において、最新技術かつ子ども未来館に適したデジタル技術やDXの導入を提案すること。
・デジタル技術やDXを気軽に体験できるよう、展示室等の有料区域だけでなく、エントランスやライブラリーエリア等の無料区域への提案や、最新技術を維持するための更新計画を提案すること。
・デジタル技術やDXの導入により得られたデータを、子ども未来館の魅力向上を目的として維持管理、運営への反映を提案すること。



（様式4-5）
	初期整備
	全体方針（2頁以内）

	【記載事項】
・2頁以内で記載すること。
・図面や表などを用いながら、分かりやすく記載すること。
・DBO事業として、利用者や運営者、全世代交流型エリアのステイクホルダー等の意見を反映した施設計画の全体方針を提案すること。
・全世代交流型エリアとのつながりを意識した全体方針を提案すること。
・前記の方針、コンセプトは応募グループ内で各役割の者からどのような協議が行われた経緯（ex：運営しやすい施設とはどういった施設であるのか、3つの方向性に基づく事業と建築の連携をどう達成していくのか。）も含めて提案すること。




（様式4-6）
	初期整備
	配置計画、動線計画、ブリッジ整備計画、子ども未来館の意匠計画（6頁以内）

	【記載事項】
・6頁以内で記載すること。
・図面や表などを用いながら、分かりやすく記載すること。
・配置計画・導線計画は、全世代交流型エリアの利用者、機能や本事業との関係性等を理解し、全世代交流型エリア内の調和・連携を図った計画を提案すること。
・また、車両や歩行者等から機能的で分かりやすい計画を提案すること。
・ブリッジ整備計画は次の提案すること。
1 全世代交流型エリア内の各施設等と調和の取れたデザイン
2 ども未来館につながるブリッジとしてふさわしいデザイン
3 施設間のスムーズな行き来、回遊がしやすいようなユニバーサルデザインやバリアフリーに配慮した動線を提案
・子ども未来館の意匠計画は次の提案をすること。
1 全世代交流型エリア内の各施設（クラゲ館を含む。）等と調和のとれたデザイン。特に、五本松公園及び子ども未来館外構Aとの一体性をリード、期待させる子ども未来館の建築デザイン
2 デジタル技術や最新技術等を活用する子ども未来館らしさを外観から感じられ、館内の活動が外からも見えるデザイン
3 周辺施設等の利用者をはじめ、誰もが訪れたくなる魅力な建築物で、備後圏域の象徴となるようなデザイン



（様式4-7）
	初期整備
	諸室計画・展示計画・諸室間の関係性の方針、事業の方向性に基づいた諸室計画・展示計画、仕上げ計画・室内環境（14頁以内）

	【記載事項】
・14頁以内で記載すること。
・図面や表などを用いながら、分かりやすく記載すること。
・事業の方向性（「発見」「創造」「発表」のサイクル）や、利用者や運営者の諸室の使い方を踏まえた計画を提案すること。
・子ども未来館の様々な利用者像（ex.一日学習利用者、企画展示利用者 等）を想定し、各利用者にとって使いやすい工夫を提案すること。
・常設展示室は、利用者や運営者が使いやすい空間で、多様な展示内容に対応できる計画を提案すること。
・また、常設展示室は先進的な技術を活用し、分かりやすく事象を伝える展示や、インタラクティブ性、没入性を取り入れた展示、先進的な技術と普遍的な技術をバランス良く取り入れ、長期的な視点で陳腐化しにくい展示を提案すること。
・常設展示室は利用者の知的好奇心を喚起し、多様な使い方ができ子ども未来館を象徴する目玉となるメインコンテンツの整備を提案すること。
・ホールは、利用者や運営者、巡回展等の主催者が使いやすい空間で、多様な展示内容に対応できる計画を提案すること。
・また、ホールはイベント等での使用を想定し、自由度の高い照明、音響設備、企画展や巡回展に対応できる天井高さ・搬入動線を提案すること。
・ライブラリーエリアは、最新技術やICTを活用し、利用者の自発的、能動的な学びのサポートができる計画を提案すること。
・また、ライブラリーエリアは居心地が良く、開放的で誰でも利用しやすい空間を提案すること。
・様々な諸室において、「発見」する工夫を記載すること。
・ラボ室・科学室・PC室は、利用者同士の世代や属性を超えた自由な交流・共創を促進させる空間を提案すること。
・また、ラボ室・科学室・PC室は多様な事業に対応できる可変性のある空間・設備を提案すること。
・ラボ室・科学室・PC室は最新の備品や最新技術、ICTを取り入れた計画を提案すること。
・様々な諸室において、「創造」する工夫を記載すること。
・セミナー室は、誰でも使いやすく、利用者同士の世代や属性を超えた自由な交流が生まれる工夫を提案すること。
・また、セミナー室は多様なプログラムに対応できる可変性のある空間・設備を提案すること。
・様々な諸室において、「発表」する工夫を記載すること。
・仕上げ計画は、防水性・耐久性・維持管理性に優れた仕上げを提案すること。
・室内環境は、快適な鑑賞・体験環境や、展示品保管環境、執務空間環境を実現できる室内環境を提案すること。


（様式4-8）
	初期整備
	面積表（1頁以内）

	【記載事項】
・1頁以内で記載すること。
・本施設の概要を次の表を参考に分かりやすく記載すること。

	諸室名
	床面積
	天井高さ

	常設展示室
	㎡
	m

	ホール
	㎡
	m

	セミナー室
	㎡
	m

	科学室
	㎡
	m

	ラボ
	
	

	PC室
	㎡
	m

	ライブラリーエリア
	㎡
	m

	オープンスペース（エントランス・受付）
	㎡
	m

	トイレ
	㎡
	m

	授乳室
	㎡
	m

	物販・飲食スペース
	㎡
	m

	事業者提案スペース
	㎡
	m

	事務室
	㎡
	m

	館長室
	㎡
	m

	会議室
	
	

	倉庫
	㎡
	m

	管理諸室等
	㎡
	m

	共用部
	㎡
	m

	延べ面積
	㎡
	―


※ 項目等は適宜、追加すること。


（様式4-9）
	初期整備
	外部仕上げ表

	【記載事項】
・本施設の概要を次の表を参考に模式図などを用いながら、分かりやすく記載すること。

	部位
	仕上材・仕様　等
	備考

	屋根
	
	

	外壁
	
	

	外部床
	
	

	開口部
・
建具
	
	

	軒下
	
	

	屋外施設
	
	

	その他
	
	


※ 防水は部位ごとの種別を記入すること。
※ 項目等は適宜追加すること。



（様式4-10）
	初期整備
	内部仕上げ表

	【記載事項】
・本施設の概要を次の表を参考に模式図などを用いながら、分かりやすく記載すること。

	諸室名
	床
	巾木
	壁
	天井
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※ 仕様材料の性能を提案すること。
※ 項目等は適宜追加すること。



（様式4-11）
	初期整備
	備品リスト

	【記載事項】
・備品の概要を次の表を参考に分かりやすく記載すること。

○要求水準書 別添資料11「事業者が購入する備品一覧」に示した備品について性能・数量に関する提案
	設置場所
（諸室名）
	品名
	数量
	仕様
（材質・寸法等）
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※ 項目等は適宜追加すること。
※ 提案備品のパンフレットがある場合は、添付すること

○要求水準書 別添資料11「事業者が購入する備品一覧」に示した備品について性能・数量に関する追加提案
	設置場所
（諸室名）
	品名
	数量
	仕様
（材質・寸法等）
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※ 項目等は適宜追加すること。
※ 提案備品のパンフレットがある場合は、添付すること。
※ 事業者が購入する備品のうちホール等で自主事業として貸出す予定の備品は、備考欄にその旨が分かるようにすること。


（様式4-12）
	初期整備
	設備計画・地球環境（2頁以内）

	【記載事項】
・2頁以内で記載すること。
・図面や表などを用いながら、分かりやすく記載すること。
・環境保全性、経済性、維持管理性に配慮した設備の導入を提案すること。
・Nearly ZEB相当以上の設備を提案すること。
・利用者が安心感、親しみ、温かみを感じられる諸室・部位について、施設特性や利用形態に応じた効果的な木質化が提案されているか。


（様式4-13）
	初期整備
	施工計画（3頁以内）

	【記載事項】
・3頁以内で記載すること。
・図面や表などを用いながら、分かりやすく記載すること。
・適切な頻度で市との連絡・協力が実施でき、品質確保が行える体制・方法を提案すること。
・業務を支障なく実施し、余裕を持って2030年（令和12年）1月迄に供用開始できるような提案を記載すること。
・工事期間中のPRについて、周辺市民のみならず、将来の施設利用につなげるための工夫を記載すること。



（様式4-14）
	運営
	全体方針（2頁以内）

	【記載事項】
・2頁以内で記載すること。
・図面や表などを用いながら、分かりやすく記載すること。
・基本計画を十分に理解し、子ども未来館の目的及び基本理念、目標像を実現するための運営に関する全体方針を提案すること。
・前記の方針、コンセプトは応募グループ内で各役割の者からどのような協議が行われた経緯（ex：子ども未来館が周辺施設等に対してどのような役割を持つべきであるか、常に未来に向けた挑戦の場とあるために必要な要素とは何か。）も含めて記載すること。



（様式4-15）
	運営
	開館時間、人員体制、ボランティア（4頁以内）

	【記載事項】
・4頁以内で記載すること。
・図面や表などを用いながら、分かりやすく記載すること。
・開館時間は、利用者ニーズや利便性、収支を踏まえた適切な開館時間を提案すること。
・人員体制は、事業統括責任者や館長、運営業務統括責任者等の本事業を統括する者が適任で類似施設の運営ノウハウを有する人材による運営を提案すること。
・また、各業務を実施するポスト数及びその役割、どのような人材を配置するか明確かつ適切であり、適切な頻度で市との連絡・協力が図れる体制を提案すること。
・ボランティアの運用方法は、多くの人が自発的・積極的に運営に参加できるような工夫を提案すること。


（様式4-16）
	運営
	展示事業に関する実施計画（5頁以内）

	【記載事項】
・5頁以内で記載すること。
・図面や表などを用いながら、分かりやすく記載すること。
・常設展示は、コミュニケーターによって展示を分かりやすく伝え、利用者の興味・関心を引き出す工夫を提案すること。
・また、常設展示は、コミュニケーターやアテンダントによる利用者が継続的に関心を持ちリピート利用を促すための工夫を提案すること。
・サイエンスステージは、曜日や時間に関わらず、いつ来ても楽しめる工夫や、内部環境（常設展示）、外部環境（企画展示や周辺施設の状況）を踏まえた魅力的なプログラム開発を提案すること。
・企画展示は、展示テーマ、対象者設定、実施頻度、広報・集客方法等が提案され、子ども未来館の魅力向上及び利用者満足度の向上に資する計画が提案すること。
・企画展示は、事業期間中（約10年間）の実施計画（回数／年、企画展示によるホール使用日数）を提案すること。
・また、企画展示は、利用促進を促す工夫や、外部ネットワークの活用や巡回展の受入れ等を提案すること。
・展示更新計画は、利用者ニーズやデジタル技術やDXの導入により得られたデータを踏まえて、展示を更新する計画を提案すること。



（様式4-17）
	運営
	活動事業に関する実施計画（7頁以内）

	【記載事項】
・7頁以内で記載すること。
・図面や表などを用いながら、分かりやすく記載すること。
・セミナー・イベント事業は、話題性や様々な年齢層の興味・関心の創出につながる計画（事業内容、回数、頻度）を提案すること。
・また、セミナー・イベント事業連携を想定する外部ネットワーク（市内、市外）について記載すること。
・セミナー・イベント事業は、他館でのセミナー・イベントの開催実績等、企画ノウハウを記載すること。
・活動プログラム事業は、いつでも誰でも参加ができ、課題発見・解決能力の醸成につながる計画（実施内容、実施目的、実施期間、参加人数）を提案すること。
・また、集客ポイントとなる学校長期休暇中に実施回数を増やす等、利用者を増やすための提案や、同じ興味・関心を持つ利用者が交流できる工夫を記載すること。
・クラブ活動事業は、興味や関心のあるテーマについて、継続的に学び、実践することができる計画（実施内容、実施目的、実施期間、参加人数）を提案すること。
・また、季節や年数によって実施回数を変更する等、クラブ毎の特性に合わせた利用者を増やすための提案や、利用者が長期的、発展的に学べるような工夫、同じ興味・関心を持つ利用者が交流できる工夫を記載すること。
・クラブ活動事業は、学校部活動の地域展開を踏まえて提案すること。
・アワード事業は、子ども未来館への主体的な参画と交流を促す事業計画（募集方法、賞金設定、スケジュール）を提案すること。
・また、社会情勢や利用者ニーズを踏まえたテーマ設定を提案すること。
・製作した展示及び検討資料等の活動の成果は、いつでも誰でも閲覧可能とする工夫を記載すること。



（様式4-18）
	運営
	連携・交流事業に関する実施計画（6頁以内）

	【記載事項】
・6頁以内で記載すること。
・図面や表などを用いながら、分かりやすく記載すること。
・地域連携事業は、地域の団体や企業との関わりを強化し、魅力的かつ地域に根差した事業計画（連携先、連携内容、連携目的、効果）を提案すること。
・また、連携を想定する外部ネットワーク（市内、市外）を提案すること。
・他事業での実績等、企画ノウハウを記載すること。
・施設連携事業は、子ども未来館の認知度を高める計画（連携先、連携内容、連携目的、効果）を提案すること。
・施設連携事業は、連携を想定する外部ネットワーク（市内、市外）を記載すること。
・施設連携事業は、他事業での実績等、企画ノウハウを記載すること。
・全世代交流型エリアの価値向上を目的としたまちづくり支援拠点施設や五本松公園、エフピコアリーナふくやま等との連携方法を提案すること。
・学校連携事業は、小・中学校の一日学習を積極的に受け入れ、学校でのカリキュラムをフォローアップする計画（学習プログラム）を提案すること。
・その他学校連携事業について、プログラムを提案すること。
・アウトリーチ事業は、子ども未来館を利用する機会が少ない、または子ども未来館の活動を知らない層に対する普及につながる計画（事業内容、アウトリーチ先）を提案すること。



（様式4-19）
	自主事業
	クラゲ館活用計画（2頁以内）

	【記載事項】
・2頁以内で記載すること。
・図面や表などを用いながら、分かりやすく記載すること。
・展示事業、活動事業、連携・交流事業の実施場所は、クラゲ館を積極的に活用する計画を提案すること。
・子ども未来館の屋外フィールドとして一体的に捉え、展示事業や活動事業、連携交流事業等として積極的な活用を提案すること。


（様式4-20）
	運営
	運営を支える事業に関する実施計画（4頁以内）

	【記載事項】
・4頁以内で記載すること。
・図面や表などを用いながら、分かりやすく記載すること。
・リサーチ事業、開発事業は、積極的に利用者のニーズリサーチを行い、利用者が求める要望や子ども未来館にて取り上げるべきトピックを把握するための計画（目的、手段、反映方法）を提案すること。
・また、利用者ニーズや外部ネットワークを活用し、子ども未来館自体で展示事業や活動事業、連携・交流事業の定期的な更新を実施する計画を提案すること。
・マーケティング・広報普及事業は、子ども未来館の認知度向上に寄与するHPやSNSの積極的な運用方法（頻度、発信内容、目標（フォロワー数、インプレッション数））を提案すること。
・また、HPやSNSの運用を除くマーケティング・広報方法を提案すること。



（様式4-21）
	運営
	開業準備計画（2頁以内）

	【記載事項】
・2頁以内で記載すること。
・図面や表などを用いながら、分かりやすく記載すること。
・期待感の醸成につながる広報方法、機運醸成方法（手段、内容、時期等）を提案すること。
・開業直後のスムーズな管理運営を目的とした人材育成（育成対象の人材、育成プログラム）及びその人材に応じた実施時期を提案すること。
・人材育成を開始する時期について、適切な期間を提案すること。
・開業後の事業展開を踏まえた連携先や連携目的について記載すること。
・開業後の集客を図るための開館式典の開催（内容、開催場所、目標利用者数、周知方法）を提案すること。



（様式4-22）
	運営
	維持管理計画（4頁以内）

	【記載事項】
・4頁以内で記載すること。
・図面や表などを用いながら、分かりやすく記載すること。
・子ども未来館及びブリッジの維持管理計画が明確に提案すること。
・中長期的な維持管理等に係るコストを縮減するため、長寿命化や修繕の工夫・計画を提案すること。


（様式4-23）
	自主事業及び独自提案
	事業者提案スペース箇所への提案（3頁以内）

	【記載事項】
・3頁以内で記載すること。
・図面や表などを用いながら、分かりやすく記載すること。
・メインターゲットだけでなく、想定されるターゲットを補完できる機能や全世代交流型エリアのニーズを踏まえた機能を提案すること。
・子ども未来館や全世代交流型エリアの魅力、集客力及び利便性向上に資する事業者提案スペースを提案すること。


（様式4-24）
	自主事業及び独自提案
	自主事業実施計画（2頁以内）

	【記載事項】
・2頁以内で記載すること。
・図面や表などを用いながら、分かりやすく記載すること。
・必須項目として、実施体制（テナント誘致や実績も含める）、実施内容、収支計画等が高い実現性で提案すること。
・必須項目として、気軽に利用できる物販・飲食スペースのデザインや販売する商品、利用者ニーズや季節、展示内容を商品へ反映する方法、売上を上げる提案、利益が出た場合の事業への還元方法やその内容について提案すること。
・任意項目として、実施体制（ネットワークや実績も含む）、実施方法、収支計画等が高い実現性で提案すること。
・任意項目として、クラゲ館を活用したイベントや全世代交流型エリア連携による一体的なイベント開催、利便性、満足度向上に資する提案、メインターゲットだけでなく、全世代に対して補完できる機能や全世代交流型エリアのニーズを踏まえた機能の提案、子ども未来館やエリア魅力を高める機能の提案、利益が出た場合の事業への還元方法やその内容について提案すること。


（様式4-25）

年　　月　　日


価格提案書

１　業務対価Aに係る費用の提案価格（消費税及び地方消費税を含む。）

	福山市に負担を求める額※
（総額）
	\
	億
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	拾
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※1 福山市に負担を求める額については、別途、積算内訳書（様式任意／計算式・計算過程が分かるものが望ましい）を提出すること。
※2 福山市が負担する費用の上限額は業務対価Aと業務対価Bを合わせて、10,494,000千円以内（消費税及び地方消費税を含む。）かつ募集要項「第2 5（2）設計・建設段階に係る対価」の各業務の上限以内とすること。

２　業務対価Bの提案価格（消費税及び地方消費税を含む。）

	福山市に負担を求める指定管理料※2
（総額）
	\
	億
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	拾
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※1　 提案する業務期間の総額を記入すること。
※2 　福山市が負担する費用の上限額は業務対価Aと業務対価Bを合わせて、10,494,000千円以内（消費税及び地方消費税を含む。）かつ募集要項「第2 5（3）維持管理・運営段階に係る対価」の各業務の上限以内とすること。
　



	応募(申請)者
（代表企業）
	所在地
	

	
	商号又は名称
	実印


	
	代表者名
	




業務対価Aの内訳書（簡易版）
（単位：円）　　　
	費　目
	金　額
	備　考

	1．調査費
	
	

	2．建築設計費
	
	

	3．工事監理費
	
	

	4．建築等工事費
	
	

	
	直接工事費
	
	

	
	共通費
	
	

	5．ブリッジ工事費
	
	

	
	直接工事費
	
	

	
	共通費
	
	

	6．ブリッジを除く屋外施設の工事費
	
	

	
	直接工事費
	
	

	
	共通費
	
	

	7．展示の工事費
	
	

	
	直接工事費
	
	

	
	共通費
	
	

	8．工事費　計（4＋5＋6＋7）
	
	

	9．備品調達・設置費
	
	

	10．開業準備費
	
	

	11．その他費用
	
	

	12．初期費用　合計（税抜き）
	
	

	13．消費税
	
	

	14．初期費用　合計（税込）
	
	


※1 項目等は適宜追加すること。
※2 初期費用の合計は、価格提案書の提案価格や様式4-26と一致させること。


業務対価Bの内訳書（簡易版）

	費目
	費用（円）
	内容・算出根拠

	1．人件費
	
	

	
	館長
	
	

	
	…
	
	

	2．事業費
	
	

	
	展示事業
	
	

	
	…
	
	

	3．維持管理費
	
	

	

	
	
	

	
	
	
	

	3．消耗品費
	
	

	

	
	
	

	
	
	
	

	4．その他
	
	

	

	
	
	

	
	
	
	

	5．合計（税抜き）
	
	

	6．消費税
	
	

	7．合　計（税込み）
	
	


※1 維持管理・運営費の内訳を記入すること。
※2 費目については、必要に応じ細分化、又は追加しても問題ないが、この様式に掲げる費目については削除・変更等しないこと。
※3 合計は、価格提案書の提案価格や様式4-27と一致させること。

[bookmark: _Toc32070520]（様式4-26）

業務対価Aの内訳

・Excelシートを用いて作成すること。




（様式4-27）

業務対価Bにおける支出の内訳

・Excelシートを用いて作成すること。



（様式4-28）

利用料金収入の内訳

・Excelシートを用いて作成すること。



（様式4-29）

長期収支計画表

・Excelシートを用いて作成すること。



（様式4-30）

指定管理料支払予定表

・Excelシートを用いて作成すること。



（様式4-31）

目標利用者数

・Excelシートを用いて作成すること。


（様式4-32）

職員配置計画書

・Excelシートを用いて作成すること。


（様式4-33）

利用料収入を除く基幹業務等における収入・支出内訳表

・Excelシートを用いて作成すること。


（様式4-34）

必須の自主事業（独立採算型）収支計画書

・Excelシートを用いて作成すること。


（様式4-35）

任意の自主事業収支計画書

・Excelシートを用いて作成すること。



（様式6-1）
要求水準に関する確認書


年　月　日
福山市長　 様


応募（申請）者名　　　　　　　　　　　　　　　　実印

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

記
「（仮称）子ども未来館整備運営事業」に関する提出書類の一式は、募集要項等に規定された要求水準と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。




